平成２６年９月１８日

大阪府職員労働組合
府税支部豊能分会
分会長　 永谷　義浩　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府豊能府税事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　長 　雪　松　隆　治
平成２６年９月８日に提出のありました要求書の項目について、次のとおり回答します。
	要 求 内 容
	回　　答

	＜要求項目＞

１　大阪府職員労働組合豊能分会との労使慣行を厳守すること。

労働組合の所属による不平等取り扱いは一切行わないこと。また、労働組合に対する不当な介入・干渉は行わないこと。
２　労働条件等にかかわる業務や職場環境の変更については、分会と十分協議を行うとともに、一方的に実施しないこと。

３　労働条件を悪化させ、評価者を含む圧倒的多数の職員が資質の向上につながらないとする「相対評価」は撤回すべきであり、「新人事評価制度」の賃金リンクは撤回するよう関係機関に働きかけること

４　同一職場でともに勤務する非常勤職員の労働条件は、職員の労働条件に密接に関連することから、雇用の継続や待遇の改善を行うよう、関係機関に働きかけること。

５　「税収確保対策」等による労働強化・管理強化を行わないこと。また、「滞納整理強調月間」等を理由とした時間外勤務の強要を行わないこと。

６　１日の勤務時間を拘束８時間（実働７時間、週３５時間）とする時間短縮を行うよう関係機関に働きかけるとともに、府民サービスの低下と職場に混乱を持ち込む「二部勤務制」を中止するよう関係機関に働きかけること。

７　人事異動については、本人の希望を尊重し、一日の拘束時間の大幅な増大や、過重労働にならないようにすること。また、長時間通勤の解消等、実質的な労働時間の短縮をはかること。
８　府税事務所に働くすべての職員に対し、税務職俸給表の適用または調整額の支給を行うよう関係機関に働きかけること。

９　安全衛生委員会を定期的に開催するとともに、ＶＤＴ作業における職員の健康管理体制の充実とＶＤＴ対応仕様の事務机に計画的に更新するなど、作業環境の整備を行うこと。

10　職員の健康管理上、冬季の執務室の温度管理について、十分な対策を講じること。また、夏季の冷房対策を講じること。

11　職員の書類整理などの作業上の安全のため、作業スペース及び通路確保など、書庫面積の拡大を図ること。移動式書架を設置するなど、収納スペースを十分確保すること。

12　男子休養室を設置すること。また、女子更衣室（１階）の冬季の温度管理が行えるよう対策を講じること。

13　節電対策については、昼休み時間での来客や電話応対などの業務があることから、職員の意見をよく踏まえ一律的に行わないようにすること。また、ＬＥＤ電球に交換するなど実効ある節電対策を進めること。
	１　良き労使関係については、尊重してまいりたい。

２　地方公務員法第５５条第１項及び労使関係における職員団体等との交渉に関する条例第３条に規定されている事項については、十分に協議してまいりたい。

３　要求の趣旨については、本庁へ伝えてまいりたい。

４　要求の趣旨については、本庁へ伝えてまいりたい。

５　地方公務員法第５５条第１項及び労使関係における職員団体等との交渉に関する条例第３条に規定されている事項については、十分に協議してまいりたい。

６　要求の趣旨については、本庁へ伝えてまいりたい。

７　要求の趣旨については、本庁へ伝えてまいりたい。

８　要求の趣旨については、本庁へ伝えてまいりたい。

９　要求の趣旨に沿うよう、安全衛生委員会を開催し、安全衛生の向上に努めてまいりたい。
なお、ＶＤＴ作業については、職員健康診断実施要綱に基づきＶＤＴ作業従事職員特別健康診断が実施されているところです。

また、机の更新時には、ＶＤＴ労働衛生管理基準を充足したものを配置してまいりたい。要求の趣旨については本庁にも伝えてまいりたい。

10　冬季の暖房及び夏季の冷房の対策については、これまでも適切な温度管理に努めてきたところであるが、今後とも留意してまいりたい。

11　予算及びスペースの問題から困難であるので、ご理解願いたい。

なお、安全対策として、書架の固定を平成25年９月に実施したところであります。

12　男子休養室については、４階の和室を従来どおり有効利用していただきたい。

女子更衣室の暖房については、電気容量など庁舎管理上の問題もあり、今後検討してまいりたい。

13　昼休みの消灯など節電対応については、引き続き、協力をお願いしたい。

なお、安全衛生委員会の議論を踏まえ、納税者対応等、必要な場合は点灯することとしてまいりたい。

今後とも、電気設備等、庁舎管理上の観点や職員の意見を聞きながら、取り組んでまいりたい。




【参考】
○地方公務員法
第五十五条 　地方公共団体の当局は、登録を受けた職員団体から、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、及びこれに附帯して、社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項に関し、適法な交渉の申入れがあつた場合においては、その申入れに応ずべき地位に立つものとする。 

○労使関係における職員団体等との交渉に関する条例
　第三条　府と職員団体等との交渉の対象となる事項は、次に掲げる事項とする。

一　給料その他の給与、勤務時間、休憩、休日及び休暇に関する事項

二　分限及び懲戒の処分、昇任、降任(分限に係るものを除く。)並びに転任の基準に関する事項

三　職員の安全、衛生及び災害補償に関する事項

四　前三号に掲げるもののほか、勤務条件に関する事項及びこれに附帯する社交的又は厚生的活動を含む適法な活動に係る事項

五　交渉の手続その他府と職員団体等との交渉に当たり必要な事項

